
東北大学や企業、東北地方の国の出先機関等では、地震・津波から時が

過ぎ、被災された地元の方々の間にも明日への前向きな力が戻りつつあり、

この機運を応援するため、「がんばろう！東北」を合言葉に東北地方にエー

ルを送る活動を始めました。 

本活動は JTF－TH（災統合任務部隊－東北）の発案で、「東日本大震災」

の被害に遭われた東北の人々に希望のハートを届けようとするものです。 

詳しくは、東北地方整備局のホームページをご覧ください。 

（http://www.thr.mlit.go.jp/） 
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平成２３年３月１１日（金）に発生した「東日本大震災」に伴う通信・放送施設への被害状況等は、次のとおりです。 

なお、被災地域が広範囲に渡り、被害状況の全体把握に時間を要したため、震災直後の被害状況は全体が把握できた

段階での最大値を記載しております。 

2 

１．被害状況 

（１） 通信関係

震災後の被害状況（最大値） 4月18日現在の被害・復旧状況等

ＮＴＴ東日本

○加入電話約883,000回線が利用不可

○ＩＳＤＮ約125,000回線が利用不可

○フレッツ光約513,000回線が利用不可

○通信規制（発信最大約50%、着信最大約70%）

○加入電話約30,200回線が利用不可

○ＩＳＤＮ約5,500回線が利用不可

○フレッツ光約12,800回線が利用不可

○被災地の固定電話基本料金等を無料化

○固定電話料金支払い期限を延長

○特設公衆電話を避難所等に設置

○移動電源車等を東北、関東各県へ配備

ＮＴＴコミュニ

ケーションズ

○中継回線断（仙台）

○専用線17,384回線が利用不可

○アジア及びアメリカ向け海底ケーブル断

○通信規制（発信）

○中継回線断（仙台）は仮復旧済

○専用線896回線が利用不可

○被災地の基本料金等を減免

ＫＤＤＩ

○約400,000回線が利用不可

○東北・関東間の陸上ケーブル断

○アジア及びアメリカ向け等海底ケーブル複数断

○東北以北と関東以西間のＫＤＤＩ間全通信不可

○通信規制（発信）

○1,815回線が利用不可

○東北、関東間の中継回線断は復旧済み

○海底ケーブルについては迂回路で復旧済み

○被災地の固定電話基本料金等を減額

○利用料金支払い期限を延長

ソフトバンク

テレコム

○アナログ電話・ＩＳＤＮ約27,000回線が利用不可

○専用線約1,720回線が利用不可

○通信規制（岩手県、宮城県、東京都）

○アナログ電話・ＩＳＤＮ559回線が利用不可

○専用線19回線が利用不可

○海底ケーブルについては迂回路で復旧済み

○被災地の固定電話基本料金等を無料化

○利用料金支払い期限を延長

ＮＴＴドコモ
○基地局約6,570局が停波

○通信規制（東北全域、関東全域）

○基地局475局が停波中

○駅前等に充電器を設置

○各県災害対策本部等からの要請により衛星携帯電話892台貸出

○車載基地局、移動電源車を被災地に配備

○ＨＰにて東北地方等の復旧エリアマップを公表

○利用料金支払い期限を延長

ＫＤＤＩ（ａｕ）

○基地局約3,800局が停波

○東北・関東間の陸上ケーブル断

○東北以北と関東以西間のＫＤＤＩ間全通信不可

○通信規制（北海道、東北、関東）

○基地局140局が停波中

○車載基地局、移動電源車を被災地に順次配備

○各県災害対策本部からの要請により衛星携帯電話48台貸出

○百数十台程度の端末充電器を現地に発送

○ＨＰにて東北地方の復旧エリアマップを公表

○利用料金支払い期限を延長

ソフトバンク

モバイル

○基地局3,786局が停波

○通信規制（東北地方、関東地方）

○基地局201局が停波中

○車載基地局、移動電源車を被災地に順次配備

○ 携帯電話や充電器等の無償貸出

○ＨＰにて岩手県・宮城県・福島県の復旧エリアマップを公表

○利用料金支払い期限を延長

イー・モバイ

ル

○基地局625局が停波

○通信規制なし

○停波していた基地局は全て復旧

○携帯電話や充電器等の無償貸出

○車載基地局を被災地に配備

○利用料金支払い期限を延長

○ＨＰにて通信可能な避難所リストを公表

ウィルコム
○基地局3,100局が停波

○通信規制なし

○基地局約540局が停波中

○ＰＨＳ端末の無償貸出を準備

○利用料金支払い期限を延長

○ＨＰにて岩手県・宮城県・福島県の復旧エリアマップを公表

※　各社とも伝言ダイヤルや伝言板等を運用

被害状況等
区分 事業者

固定電話

携帯電話等

（２） 放送関係

震災後の被害状況（最大値） 4月18日現在の被害・復旧状況等

青森県 テレビ中継局：29カ所停波、ラジオ中継局：なし テレビ中継局：復旧済み、ラジオ中継局：なし

岩手県 テレビ中継局：48カ所停波、ラジオ中継局：3カ所 テレビ中継局：2カ所停波、ラジオ中継局：復旧済み

宮城県 テレビ中継局：27カ所停波、ラジオ中継局：1カ所 テレビ中継局：3カ所停波、ラジオ中継局：復旧済み

秋田県 テレビ中継局：21カ所停波、ラジオ中継局：なし テレビ中継局：復旧済み、ラジオ中継局：なし

山形県 テレビ中継局：16カ所停波、ラジオ中継局：なし テレビ中継局：復旧済み、ラジオ中継局：なし

福島県 テレビ中継局：5カ所停波、ラジオ中継局：2カ所 テレビ中継局：復旧済み、ラジオ中継局：復旧済み

※　テレビ中継局のうち、デジタル放送については、宮城県内の中継局1カ所（損壊）を除いてすべて復旧済み

被害状況等
県別



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆東日本大震災関連の詳しい情報は東北総合通信局ホームページをご覧ください 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/ 【お問合せ先】：総務部 企画広報室 （TEL 022-221-0605） 

２．対応状況（東北管内テレコム関係抜粋）

３
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○ ３月１１日（金）14時46分　総務省対策本部・東北総合通信局対策本部設置　　16時00分　総務省非常災害対策本部設置

・ ３月１１日（金）、日本放送協会、日本民間放送連盟及び東北のラジオ各社（青森放送、エフエム青森、アイビーシー岩手放送、エフエム岩手、東北

放送、エフエム仙台、秋田放送、エフエム秋田、山形放送、エフエム山形、ラジオ福島及びエフエム福島）それぞれに対し、「被災地ではラジオによ

る情報伝達が重要なので、地域住民が必要とする情報をしっかり伝えるよう、災害情報の伝達に最大限の努力を払って頂きたい。」旨、口頭要請。

３月１４日（月）、東北におけるコミュニティ放送会社（27社）に対しても、被災者の生活支援や復旧のための放送の実施に努めていただけるよう口

頭要請。

・ これまで、東北・北関東21市町から震災に係る災害情報を市民に提供するための臨時災害放送局（ＦＭ放送）の開設について、東北・関東総合通

信局において、口頭による申請に対して臨機の措置として直ちに許可した。

・ 「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」に基づく政令及び告示を準備中（許認可有効期間の延長

等）。（内閣府（防災担当）との共同。）。

○ ３月１２日（土）、市町村庁舎の直接被災等により､行政機能に支障を生じている場合に、国の職員の派遣、関係府省・関係団体等との連絡調整を

含む支援に関し、県からの相談に応じるため、市町村行政機能サポート窓口を総務省内に設置。

・ ３月１２日（土）以降順次、内閣府に対して、ＮＴＴ、ＮＨＫ等及び民間放送事業者の重要施設の自家発電用軽油等に、政府備蓄を回すよう要請。

・ 被災地へのラジオ端末提供を要請。パナソニック（１万台）、ソニー（３万台）、ジャパンＦＭネットワーク（ＦＭ東京系）（1500台）、ＮＨＫ（760台）など

計４万台以上のラジオが被災地に到着。

・ 避難所の被災者のため、ＮＨＫがメーカの協力を得ながら700台を超えるテレビを確保、一部の地域では既にテレビの設置を開始。

・ ３月１２日（土）、(社)日本アマチュア無線連盟に対し、アマチュア無線機器の提供等について要請。（同日以降、非常通信用周波数を運用し、避難

所情報等の提供を開始。アマチュア無線300台を、被災地に貸出）

・ ３月１２日（土）、宮城県及び新潟県津南町から災害対策用移動通信機器の貸出要請があり、宮城県に対してはＭＣＡ無線70台及び簡易無線70台

を貸出済み。新潟県津南町に対しては簡易無線15台を貸出済み。

・ ３月１２日（土）、日本データ通信協会及び携帯電話事業者等に対し、誤った情報を内容とするチェーンメール等に関する注意喚起を要請。総務省

ウェブページでも周知。

○ ３月１３日（日）、片山総務大臣及び鈴木総務副大臣が岩手県及び宮城県を視察。

・ ３月１３日（日）、住民の安否確認や被災者に対して緊急に行うべき事務について、都道府県が条例に定めることにより住基ネットの保有する本人

確認情報を適切に活用するよう、また、転出証明書を発行できない被災市区町村からの転入があった場合、転入地において、氏名、住所、転入年

月日、生年月日、戸籍の表示等に係る住民からの届出に基づき、住基ネットの保有する本人確認情報を活用することにより転入届を受理するよ

う、各都道府県宛に通知。

・ ３月１３日（日）、福島県及び福島県須賀川市から災害対策用移動通信機器の貸出要請があり、福島県に対してはＭＣＡ無線10台を、福島県須賀

川市に対してはＭＣＡ無線60台を貸出。

・ ３月１３日（日）、携帯電話事業者に対し、県災害対策本部等への衛星携帯電話の貸出について要請。（岩手・宮城・福島県災害対策本部に追加貸

出。）

○ ３月１４日（月）、地方公共団体に対し、被災者に対する地方税、使用料、手数料等の減免措置等及び減免による減収額について歳入欠かん債の

発行が可能である旨等を通知。

・ ３月１４日（月）、携帯電話事業者に対し、計画停電の実施に関する周知広報活動への協力を依頼。

・ ３月１４日（月）、災害救助法の適用を受けた青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、東京都、長野県、新潟県の市町村内の無線局免許人に対

し、電波利用料債権の催促状及び督促状の送付を停止する措置を実施。

・ ３月１４日（月）、電気通信事業者協会及び固定電話事業者等に対し、停電時の固定電話サービスの利用に関する注意喚起を要請。総務省ウェブ

ページでも周知。

・ ３月１４日（月）、総務省から（財）移動無線センター及び（財）日本移動通信システム協会に対し、被災地支援を要請。（ＭＣＡ無線を被災地に計

110台貸出）

・ ３月１４日（月）、総務省から（社）全国陸上無線協会に対し、被災地支援を要請。（要請を受けたメーカ等から各県災害対策本部等に簡易無線計

961台貸出）

○ ３月１５日（火）、（財）日本データ通信協会に対し、地震情報を装って出会い系サイトなどのウェブサイトに誘導するなどの悪質なメールに関する注

意喚起を要請。総務省ウェブページでも周知。

・ ３月１５日（火）、総務省の協力依頼を受け、日本通信(株)が宮城県・福島県災害対策本部を通じ避難所等にＩＰ携帯電話端末（スマートフォン）約

200台を貸出。

・ ３月１５日（火）、国際電気通信連合（ＩＴＵ）に衛星携帯電話の無償提供に関する支援を依頼。合計153台の衛星携帯電話の無償提供を受けること

とした。（第１便45台は３月18日（金）に、第２便78台は20日（日）に、第３便30台は22日（火）にそれぞれ総務本省に到着し、県等に順次無償貸

与。）

・ ３月１５日（火）、宮城県から災害対策用移動通信機器の貸出要請があり、ＭＣＡ無線40台及び簡易無線115台を貸出。

○ ３月１８日（金）、被災地域の災害対策を支援する体制を強化するため、大臣官房総務課に災害対策支援室を設置し、３名の要員を配置。

・ ３月１８日（金）、新たに災害救助法の適用を受けた福島県及び栃木県の市町村内の無線局免許人に対し、電波利用料債権の催促状及び督促状

の送付を停止する措置を実施。

○ ３月１９日（土）、ＩＴＵから貸出を受けた衛星携帯電話10台を岩手県災害対策本部に貸出。

○ ３月２３日（水）、東北管区行政評価局及び東北総合通信局において、被災地となった市町村を支援するため、職員派遣を開始。

○ ３月２５日（金）、被災者が本人確認書類を消失し、携帯電話の契約に際して本人であることを確認できる書類がない場合等であっても、被災者が

携帯電話の契約を行うことができるよう、本人確認の方法等に関して特例を設けた。

○ ３月２９日（火）、岩手県災害対策本部、宮城県災害対策本部等に対し、携帯用ラジオ１万台を配布。

○ ４月１日（金）、ＮＨＫ、民放連に対し、災害に係る正確かつきめ細かな情報を迅速に国民に提供するよう、文書で要請。

○ ４月６日（水）、電気通信事業者関係団体に対し、東日本大震災に係るインターネット上の流言飛語について、各団体所属の電気通信事業者等が

表現の自由に配慮しつつ適切に対応するよう、周知及び必要な措置を講じることを要請。また、（財）日本データ通信協会及び違法・有害情報相談

センターに対し、引き続き、状況の把握等に努めるよう要請。

・ ４月６日（水）、経済産業省及び内閣官房と共同で、震災対応に係る情報発信に関し、公共機関において民間ソーシャルメディアを活用する際の留

意点等を指針として策定。
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総務省では、震災等の非常災害時に住民に対して必要な情報を正確かつ迅速に提供するため、速やかに臨時災害放送

局を開局できるよう、臨機の措置による放送局の免許制度を整えています。 

東北総合通信局では、東日本大震災によって甚大な被害に遭われた市町村からの申請により、遭難情報、道路状況、交

通情報、停電情報等の生活関連情報を提供する臨時災害放送局に対して、臨機の措置による免許（口頭による申請・免許）

を行いました。 

東北管内における臨時災害放送局の免許状況は以下のとおりです。 

◆東日本大震災に伴う「臨時災害放送局」の免許情報 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/rinziFM.html                                    【お問合せ先】：放送部 放送課 （TEL 022-221-0696） 

 平成 23 年 4 月 15 日現在

県 市町村 
周波数

（MHｚ）

空中線

電力（W）
送信所 呼出名称等 

岩手県 

釜石市 ８６．０ ３０ 釜石市鈴子町２２－１ かまいしさいがいエフエム(JOYZ2AC-FM) 

大船渡市 
７８．５ ３０ 送信所１ 大船渡市猪川町字今出山３２－３ 

おおふなとさいがいエフエム(JOYZ2Z-FM) 
８０．５ ２０ 送信所２ 大船渡市末崎町字上山地内 

宮古市 ７７．４ ２０ 宮古市宮町１丁目３番５号 みやこさいがいエフエム(JOYZ2U-FM) 

山田町 ７６．７ １０ 山田町大字船越字半崎国有林３０林班に小班内 IBC 山田災害臨時ラジオ 

花巻市 ７８．７ 

１００ 送信所１ 花巻市矢沢第３地割１６０ 

はなまきさいがいエフエム(JOYZ2O-FM) １００ 送信所２ 花巻市大迫第１７地割５２－２ 

２０ 送信所３ 東和町毒沢１区９８－１ 

奥州市 ７７．８ １５０ 奥州市水沢区佐倉河東広町１－４ おうしゅうさいがいエフエム(JOYZ2N-FM) 

宮城県 

名取市 ８０．１ ５０ 名取市増田字柳田８０ なとりさいがいエフエム(JOYZ2AE-FM) 

亘理町 ７９．２ ３０ 亘理町字下小路７－４ わたりさいがいエフエム(JOYZ2Y-FM) 

気仙沼市 ７７．５ ３０ 気仙沼市赤岩五駄鱈４３－２ けせんぬまさいがいエフエム(JOYZ2X-FM) 

山元町 ８０．７ ３０ 山元町浅生原字作田山３２ やまもとさいがいエフエム(JOYZ2W-FM) 

岩沼市 ７７．９ １００ 岩沼市桜１丁目６番２０号 いわぬまさいがいエフエム(JOYZ2V-FM) 

塩竃市 ７８．１ １００ 塩竃市旭町１－１ しおがまさいがいエフエム(JOYZ2T-FM) 

登米市 ７６．７ １００ 登米市迫町佐沼字西佐沼２０ とめさいがいエフエム(JOYZ2Q-FM) 

石巻市 ７６．４ １００ 石巻市日和が丘１－２１ いしのまきさいがいエフエム(JOYZ2S-FM) 

大崎市 ７９．４ ５０ 大崎市古川大宮７－５－５ おおさきさいがいエフエム(JOYZ2P-FM) 

福島県 

南相馬市 ７９．５ ５０ 南相馬市原町区本町２－２７ みなみそうまさいがいエフエム(JOYZ2AF-FM) 

須賀川市 ８０．７ ３０ 須賀川市中町３６－１ すかがわさいがいエフエム(JOYZ2AD-FM) 

相馬市 ７６．６ ３０ 相馬市中村字大手先１３ そうまさいがいエフエム(JOYZ2AB-FM) 

いわき市 ７７．５ １００ いわき市常磐藤原町湯ノ岳２－７ いわきさいがいエフエム(JOYZ2AA-FM) 

福島市 ７６．２ １００ 福島市御山字羽黒峯２－５ ふくしまさいがいエフエム(JOYZ2R-FM) 

▲山元町 ▲いわき市 
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主な用途 件数 臨機の措置の事例 

防災行政関係 ４７ 
・災害対策本部に臨時基地局の設置 

・水道復旧のための陸上移動局の免許 

消防関係 ９ ・避難所に本部基地局を設置して運用 

電気通信事業関係 ２３ ・避難所に携帯電話基地局の設置 

航空関係 ４ ・空港再開のための臨時基地局の設置 

その他災害対策関係 ２３ 
・停電復旧のための臨時基地局の設置 

・電力供給のための高周波利用設備の設置 

５

非常災害時における臨機の措置 

非常災害時における重要通信の疎通の確保を図るため、無線局の開設、周波数等の指定変更、無線設備の設置場所等
の変更を行う必要がある場合において、緊急やむを得ないと認められるものについては、下記による臨機の措置を行うことが
認められています。 

１．次の各号に該当する場合は、臨機の措置を行うことができます。 

（１） 震災、火災、風水害、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合（当該非常災害による被
害の復旧のための措置を実施する必要がある場合は、その措置が終了するまでの期間を含む。）において、当該
期間中に限り使用するものであるとき。 

（２） 通信の内容が次の一に該当するものであるとき。 

ア 非常通信（新聞社、通信社、放送事業者等の報道機関が非常災害時において有線通信を利用できないか又はこ
れを利用することが著しく困難な場合に発する非常事態の収拾、人命の救助、災害の救援、交通通信の確保、人
心の安定又は秩序の維持等に有効な新聞ニュース又は放送ニュースの通信を含む。） 

イ 電波法施行規則第３７条第２６号から第３０号まで及び第３２号に規定する通信 

ウ 非常通信に準ずる重要通信（電気通信業務用及び防災関係機関（災害対策基本法第２条に規定する指定行政
機関、指定地方行政機関及び指定公共機関、指定地方公共機関並びに地方公共団体をいう。）の防災関係業務
用の通信を含む。） 

２. 東北総合通信局において臨機の措置を行うことができる範囲は、すべての無線局について、次に掲げる事項です。 

（１） 予備免許及び免許の付与 

（２） 無線設備の変更の工事の許可 

（３） 無線設備の設置場所（移動するものにあっては、移動範囲）の変更の許可 

（４） 電波の型式及び周波数の指定の変更 

（５） 空中線電力の指定の変更 

（６） 通信の相手方の変更の許可 

（７） 通信事項又は放送事項の変更の許可及び運用許容時間の指定の変更 

（８） 識別信号の指定の変更 

（９） 放送区域の変更 

３．臨機の措置の手続きは、次のとおりです。 

（１） 申請は、申請者がまず口頭又は電話等迅速な方法で行い、所定の申請書等は後刻可及的速やかに提出すること
が必要です。 

（２） 処分は、口頭又は電話等迅速な方法で行い、所定の処分通知書の交付は所定の申請書等の提出を待って遡及
処理されます。 

※ 高周波利用設備についても、無線局に準じて臨機の措置を行うこととしています。 

＜連絡先＞ 

東北総合通信局 無線通信部 陸 上 課  ＴＥＬ ０２２-２２１-０６８２（陸上関係無線局） 

航 空 海 上 課  ＴＥＬ ０２２-２２１-０６５１（航空海上関係無線局）

電波監理部 電波利用環境課  ＴＥＬ ０２２-２２１-０６７６（高周波利用設備） 

平成 23 年 4 月 18 日現在
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６ 

総務省では、非常災害時において、地方公共団体及び災害復旧関係者に移動通信機器を無償貸与する体制を整備し
ております。 

＜貸出要請連絡先＞ 
総務省 総合通信基盤局 電波部 基幹通信課 重要無線室 TEL 03-5253-5888（直通） 

東北総合通信局 無線通信部 陸上課 TEL 022-221-0682（直通） 

概 要 

地震等の非常災害時に、地方公共団体が地域防災計画に基づき整備している通信機器の連絡体制では支障がある場合
に、地方公共団体からの要請により、東京及び大阪の２箇所に備蓄する移動通信機器を無償貸与し、初動期における被災
情報の収集伝達から応急復旧活動の迅速、円滑な遂行までの一連の活動に必要不可欠な通信体制を補完するものです。

地方公共団体からの要請と移動通信機器搬入 

非常災害時に、地方公共団体（災害対策本部等）は、総務省（総合通信局及び沖縄総合通信事務所を含む。）に貸出
要請を行い、総務省は委託した民間会社を通じて、４８時間以内に地方公共団体に移動通信機器を搬入します。 

簡易無線 ＭＣＡ 衛星携帯電話

青森県　八戸市 10

岩手県 410 60

岩手県　宮古市 10 20

岩手県　大船渡市 30 5

岩手県　久慈市 10

岩手県　陸前高田市 45 12

岩手県　釜石市 15

岩手県　大槌町 15

岩手県　山田町 10 4

岩手県　岩泉町 10

岩手県　田野畑村 10

岩手県　普代村 10

岩手県　野田村 20

岩手県　洋野町 10

宮城県 185 110

宮城県　仙台市 36 10

宮城県　石巻市 50 114 30

宮城県　塩竈市 20

宮城県　気仙沼市 65 8

宮城県　丸森町 9

宮城県　山元町 50

宮城県　七ヶ浜町 20

宮城県　女川町 65 6

宮城県　南三陸町 30 10

宮城県・福島県災害対策本部 200

福島県 30 10 22

福島県　いわき市 10

福島県　須賀川市 60

福島県　相馬市 100

福島県　伊達市 10

福島県　泉崎村 5

福島県　広野町 2 2

福島県　富岡町 10

福島県　川内村 5

福島県　新地町 15 10

平成23年4月19日現在

貸出先 ＩＰ携帯電話端末
貸出通信機器

東北総合通信局では、総務本省とも協力し、簡易無線、衛星携帯電話等合計約２，０００台を被災自治体に貸出していま
す（一部返却済み）。また、避難所等での情報入手のためのラジオ約１万台を配布しています。 

「東日本大震災」に伴う災害対策用移動通信機器の配備実績 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆東日本大震災関連の詳しい情報は東北総合通信局ホームページをご覧ください 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/ 【お問合せ先】：総務部 総務課 （TEL 022-221-0602） 

７
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東北総合通信局は、東日本大震災の被災地となった市町村を支援するため、職員を派遣しています。 

１．市町村業務の支援のための職員派遣 

２．通信・放送利用環境確保のための職員派遣 

通信機器の搬入・設置、臨時災害放送局の開局・運用サ

ポート等のほか、市町村業務の支援のため、被災家屋の調査

やボランティアセンターの業務、避難所での避難者支援、拾

得物の整理など、職員派遣による多様な支援を行っていま

す。 

【派遣実績】 平成23年4月19日現在
派遣先市町村 派遣職員数（延べ人数）

宮城県 塩竃市 ５名

宮城県 気仙沼市 １名
宮城県 多賀城市 ５名

宮城県 東松島市 １名

宮城県 山元町 １名
宮城県 七ヶ浜町 １名

宮城県 南三陸町 １名

福島県 相馬市 １名

通信機器の搬入・設置（簡易無線局や衛星によるインター

ネット利用機器等）、避難所へのラジオ配布、被災市町村等の

要望調査・調整など、被災地に職員を派遣してきめ細かな支

援活動を実施しています。 

青森県 八戸市

岩手県

宮古市、大船渡市、北上市、久慈市、遠野市、陸

前高田市、釜石市、住田町、大槌町、山田町、岩
泉町、田野畑村、普代村、野田村、洋野町

宮城県

仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多

賀城市、岩沼市、登米市、亘理町、山元町、松島

町、七ケ浜町、女川町、南三陸町

福島県

いわき市、相馬市、二本松市、田村市、会津坂下

町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、浪江町、

葛尾村、新地町

派遣先市町村等
【派遣実績】　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年4月19日現在

 

総務省及び社団法人デジタル放送推進協会は、東日本大震災の被災地において地上テレビ放送が視聴できない場合

に、「地デジ難視対策衛星放送」を一時的にご視聴いただくこととし、この申込受付を 4 月 7 日（木）から開始しました。 

１．制度概要 

東日本大震災によりテレビ放送が視聴できなくなった方々に「地デジ難視対策衛星放送（ＢＳによる東京キー局の地上

デジタル放送の再送信）」を一時的にご利用いただけるものです。 

対象は、岩手県、宮城県及び福島県の３県並びにその周辺の被災地で、ＢＳデジタル放送の受信に必要なＢＳアンテ

ナ、ＢＳデジタル放送対応のテレビ又はチューナをお持ちの方々（世帯又は事業所）です。 

２．申込方法 

地デジ難視対策衛星放送受付センターまでお申込みください。 

電話によるお申込みも受け付けています（申込書類の提出は後日となります）。 

◆東北総合通信局報道発表（平成 23 年 4 月 7 日） 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/hodo/h2304-06/0407a1001.html 【お問合せ先】：放送部 放送課 （TEL 022-221-0696） 

地デジ難視対策衛星放送の申込み・お問合せ先 

地デジ難視対策衛星放送受付センター 

【電  話】 ０５７０－０８－２２００ 
※上記電話番号でつながらない場合は ０４５－３４５－０５２２ 

 

【受付時間】 ９：００～１８：００ 年中無休 
ただし、平成２３年８月末までの平日は ９：００～２１：００ 
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 【お問合せ先】：総務部 総務課 企画広報室 （TEL 022-221-0638） 

▲携帯電話の通話・充電サービスを提供する通信事業者（南三陸町） 

 

▲石巻市における無線機材提供 

 

▲南三陸町における V－SAT 設置応援 

 

▲七ヶ浜町における要望の聞き取り 

 

▲陸前高田市における衛星通信機器の設置 

 

▲通信事業者による衛星通信回線の確保（女川町） 

 


